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小矢部市公害防止条例

（目的）
第 1 条 この条例は、公害対策基本法（昭和42年法律第132号）の趣旨にのつとり、法令及び富山県公害防止条
例（昭和45年富山県条例第34号。以下「県条例」という。）に特別の定めがあるもののほか公害の防止に関し、
必要な事項を定めることにより、市民の健康を保護するとともに、生活環境の保全を囮り、もつて市民の福祉の
増進に寄与することを目的とする。
（定義）
第 2 条 この条例において「公害」とは、事業活動その他の人の活動に伴つて生ずる相当範囲にわたる大気の汚
染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）土壌の汚染、騒音、振動、地盤
の沈下及び悪臭等によって人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。
2  この条例にいう「生活環境」には、人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動
植物及びその生育環境を含むものとする。
3  この条例において「特定施設」とは、大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）第 2 条第 2 項に規定するば
い煙発生施設、同条第 5 項に規定する粉じん発生施設、水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第 2 条第 2 
項に規定する特定施設、騒音規制法（昭和43年法律第98号）第 2 条第 1 項に規定する特定施設及び県条例第 2
 条第 4 項に規定する特定施設をいう。
（事業者の責務）
第 3 条 事業者は、その事業活動に伴つて生ずる公害を防止するため、その責任において必要な措置を講ずると
ともに、すすんで環境浄化に努め、市長が実施する公害防止に関する施策に協力しなければならない。
2  工場又は事業場（以下「工場等」という。）を新設し、又は増設しようとする事業者は、当該工場等に係る
公害発生の防止対策及び環境の保全対策について、あらかじめ市長と十分協議しなければならない。
3  事業者はその工場等に設置する施設が特定施設に該当しない場合若しくは当該特定施設を定める法令又は県
条例で定める規制基準の適用されない特定施設である場合であっても、その施設が公害を発生させるおそれのあ
る場合は、除じん施設、浄化槽、防音施設、脱臭施設等を設置するなど適切な措置を講じて操業しなければなら
ない。
4  事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物をその責任において適正な処理をしなければならない。
（市長の資務）
第 4 条 市長は、公害の防止に関するあらゆる施策を策定し、これを実施するとともに、公害の発生源を監視指
導し、公害の発生原因の調査研究等を行なうことにより、市民の健康を守り、安全かつ快適な生活を確保される
よう努めなければならない。
2  市長は、前項の規定による監視及び調査の結果、明らかになった公害の発生状況等を必要に応じて市民に公
表しなければならない。
（市民の責務）
第 5 条 市民は、公害の発生状況等を監視するとともに、市が実施する公害防止に関する施策に協力しなければ
ならない。
（特定施設の届出等）
第 6 条 特定施設を新設、増設又は、変更しようとする事業者は、あらかじめ規則で定めるところにより、その
旨を市長に届け出なければならない。
2  騒音規制法第 2 条第 3 項に規定する特定建設作業を行なおうする者は、あらかじめ規則で定めるところに
より、その旨を市長に届け出なければならない。
3  第 1 項の届出をした事業者は、その届出に係る工事が完成したときは、規則で定めるところにより、その旨
を市長に届け出なければならない。
4  特定施設を廃止した事業者は、その日から 30 日以内に、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け
出なければならない。
（経過措置）
第 7 条 ーの施設が特定施設となった際、現にその施設を設置している者（設置の工事をしている者を含む。）
は当該施設が特定施設になった日から30 日以内に規則で定めるところによりその旨を市長に届け出なければな
らない。
（公害防止計画の提出）
第 8 条 市長は、必要があると認める場合は、事業者に対し、規則で定めるところにより、公害の防止に関する
計画の提出を求めることができる。
（公害防止協定）
第 9 条 市長は、公害の発生のおそれのある工場等をすでに設置している事業者又は設置しようとする事業者と
、公害防止に関する協定を締結することができる。
（事故届等）
第10条 事業者は、事故により工場等から公害を発生させ、人の健康又は生活環境に被害を与えたときは、直ち
に操業を中止し、又は短縮するなど応急の処置を講ずるとともに、すみやかに事故状況を市長に通報しなければ
ならない。



2  前項における事業者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を、当該事故の発生した日から 1 週間
以内に市長に届出なければならない。
( 1)  氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）及び住所
( 2)  工場等の名称及び所在地
( 3)  事故の発生年月日
( 4)  事故の内容及び原因並びに被害防止の応急措置
( 5)  事故の再発防止に開する計画
( 6)  その他、市長が必要と認める事項
3  前項の規定により計画を提出した事業者は、その措置を完了した日から 3 日以内に、その旨を市長に届け出
なければならない。
4  市長は、前項の届出を受理したときは、すみやかにその措置について確認しなければならない。
（指導勧告）
第11条 市長は、事業者が公害を発生させ、又は発生させるおそれがあると認めるときは、その者に対して、公
害の防止について必要な措置を指導勧告するものとする。
（報告の請求と立入検査）
第12条 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対して必要な報告を求め、又は関係職員及び必要に応じ
て市長が委嘱する者に事業者の工場等に立ち入り、必要な施設その他の物件を検査させることができる。
2  前項の規定により、立入検査をする職員及び市長の委嘱を受けた者は、その身分を示す証票を携帯し、関係
人の請求があるときは、これを提示しなければならない。
（苦情の処理）
第13条 市長は、公害に関する苦情に、市民の相談に応じ、必要があるときは他の地方公共団体及び関係行政機
関と協力して適切な処理に努めるものとする。
（和解、あっせん）
第14条 市長は、公害に係る紛争が生じ、当事者から要請があった場合は、和解、あっせんをすることができる
。
2  市長は、前項の和解、あっせんをする場合、当該紛争が重要であると認めたときは、第16条に規定する小矢
部市公害対策審議会の意見を聞くことができる。
（援助）
第15条 市長は、小規模事業者が行なう公害防止のための施設の整備改善を促進するため、当該施設の設置又は
改善について、技術的な助言、その他の助成援助に努めるものとする。
（公害対策審議会）
第16条 市長の諮問に応じ、公害対策に関し、必要な事項を調査審議するため、小矢部市公害対策審議会（以下
「審議会」という。）を置く。
（組織及び委員の任期）
第17条審議会は、委員15人以内で組織する。
2  委員は、次に掲げる者のうち市長が任命する。
( 1)  市鏃会議員
( 2)  学識経験を有するもの
( 3)  関係行政機関の職員
3  委員の任期は 2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす
 る。
4  委員のうち役職員であることによって任命された委員が、当該役職員の職をはなれたときは、委員の職を失
うものとする。
（会長、副会長）
第18条 審議会に、会長及び副会長各 1人を置き、委員の互選によって定める。
2  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
3  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき、その職を代理する。
（運営）
第19条 前 3 条に定めるもののほか、審議会の運営に関し、必要な事項は、規則で定める。
（規則への委任）
第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
（罰則）
第21条 第12条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条の規定による検査を拒み、妨げ、
若しくは忌避した者は、3 万円以下の罰金に処する。
（両罰規定）
第22条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して
、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して、前条の罰金刑を科する。
附則
（施行期日）
1  この条例は、公布の日から施行する。
（新産業都市の区域の指定に伴う市税の特別措置に関する条例の一部改正）



2  新産業都市の区域の指定に伴う市税の特別措置に関する条例（昭和40年小矢部市条例第17号）の一部を次の
ように改正する。
〔次のよう略〕
（小矢部市各種委員会委員等の報酬及び費用弁償並びに実費弁償支給条例の一部改正）
3  小矢部市各種委員会委員等の報酬及び費用弁償並びに実費弁償支給条例（昭和37年小矢部市条例第20号）の
一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕


